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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注）平成22年３月期が連結財務諸表の作成初年度であるため、対前期増減率は記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 46,837 2.0 8,599 △7.2 8,624 △8.2 4,978 △16.5

22年3月期 45,936 ― 9,266 ― 9,400 ― 5,963 ―

（注）包括利益 23年3月期 5,005百万円 （△16.4％） 22年3月期 5,984百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 営業収益営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 18,207.41 ― 11.5 15.3 18.4
22年3月期 21,809.55 ― 15.0 18.5 20.2

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 57,926 45,597 77.0 163,225.61
22年3月期 54,795 42,642 76.1 152,550.86

（参考） 自己資本   23年3月期  44,629百万円 22年3月期  41,710百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 10,151 △8,331 △2,703 1,760
22年3月期 7,927 △3,980 △2,392 2,643

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 3,750.00 ― 3,750.00 7,500.00 2,050 34.4 5.2
23年3月期 ― 3,750.00 ― 3,850.00 7,600.00 2,077 41.7 4.8

24年3月期(予想) ― 3,850.00 ― 3,850.00 7,700.00 39.0

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）平成24年３月期第２四半期連結累計期間の業績予想は行っておりません。 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 46,900 0.1 8,500 △1.2 8,500 △1.4 5,400 8.5 19,749.84
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料23ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 273,420 株 22年3月期 273,420 株

② 期末自己株式数 23年3月期 ― 株 22年3月期 ― 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 273,420 株 22年3月期 273,420 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 45,055 △0.9 8,419 △8.5 8,500 △8.5 4,942 △16.1

22年3月期 45,462 △1.4 9,202 △11.1 9,286 △11.7 5,892 △1.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 18,075.41 ―

22年3月期 21,552.22 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 53,843 44,522 82.7 162,836.36
22年3月期 49,945 41,639 83.4 152,291.32

（参考） 自己資本 23年3月期  44,522百万円 22年3月期  41,639百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手
続は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、６ページ
「次期の見通し」をご覧ください。なお、当社の事業計画は通期ベースで作成しており、第２四半期連結累計期間の業績予想は作成しておりません。 
 
（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 
 当社は、平成23年４月25日に機関投資家及びアナリスト向けに説明会を開催いたします。説明会で配布する決算説明資料は決算短信の開示と同時に、説明
会の模様（音声）及び主な質疑応答につきましては説明会開催後速やかに当社ホームページにて掲載する予定です。 
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(1）経営成績に関する分析 

① 業績等の概要  

わが国経済は、各種の政策効果などにより企業収益や個人消費に改善の兆しが見られたものの、平成23年３月11

日に発生した東日本大震災により未曾有の被害を受け、不透明な環境となっております。 

一方、当社業務区域の沖縄県の経済においては、雇用・所得情勢など依然として厳しい状況が続いているもの

の、既往の政策効果の下支えにより消費に一部持ち直しの動きがみられたほか、観光においても増加傾向となって

おりましたが、東日本大震災の発生により、観光関連や飲食サービス業を中心とした県内経済にも影響がでており

ます。 

この間、移動通信市場においては、各社による低廉な料金プランの導入や割引サービスの拡充、スマートフォン

などの高機能型端末や通信機能内蔵型デジタルフォトフレームの投入など、飽和へと近づきつつあるなかで新たな

需要創出に向け、事業者間の競争は厳しい情勢が続いております。 

また、固定通信市場においては、ブロードバンドサービスの拡大により、従来の固定電話のみならず、映像配信

サービスや携帯電話サービスとの連携など、事業環境が急速に変化していく中で、各事業者のサービス競争が新た

な局面を迎えております。 

このような情勢のもと、平成23年３月期（平成22年４月１日～平成23年３月31日）における当社のグループ会社

を含めた経営成績は以下のとおりであります。 

当期における営業収益については、移動通信事業において音声ARPUが減少したことなどにより営業収益が減少し

たものの、固定通信事業において平成22年１月に沖縄通信ネットワーク株式会社を連結子会社化したことなどによ

り営業収益が増加し、前期比901,454千円増加（2.0％増）の46,837,994千円となりました。 

営業費用については、移動通信事業において前期に発生した交換局設備の移設等の一過性の費用が発生しなかっ

たものの、固定通信事業において沖縄通信ネットワーク株式会社を連結子会社化したことなどによる営業費用が増

加し、前期比1,568,555千円増加（4.3％増）の38,238,559千円となりました。 

以上の結果、営業利益は前期比667,100千円減少（7.2％減）の8,599,435千円、経常利益は前期比775,276千円減

少（8.2％減）の8,624,936千円となりました。 

また、移動通信事業において800MHz帯周波数再編に伴う特別損失780,469千円計上したことにより、当期純利益

は前期比984,898千円減少（16.5％減）の4,978,270千円となりました。  

１．経営成績

  平成22年３月期 平成23年３月期 増減 増減率（％） 

営業収益（千円）  45,936,540  46,837,994  901,454  2.0

営業費用（千円）  36,670,004  38,238,559  1,568,555  4.3

営業利益（千円）   9,266,535  8,599,435  △667,100  △7.2

経常利益（千円）  9,400,213  8,624,936  △775,276  △8.2

当期純利益（千円）  5,963,168  4,978,270  △984,898  △16.5
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② セグメント別の状況    

当期における、当社のグループ会社を含めたセグメント別の状況は次のとおりであります。 

＜業績の概要＞ 

《 移動通信事業 》 

当期における営業収益については、総契約数が前期比4.0％増加したことや、機種変更率の上昇に伴い端末出荷

台数が前期比14.2％増加したものの、お客様の多様なニーズに合わせた低廉な料金プランや料金割引サービスの浸

透により、ARPU
※１

が前期比8.1％減少したことなどにより、前期比538,534千円減少（1.2％減）の44,831,895千円

となりました。 

営業費用については、機種変更や新規獲得の増加に伴い販売手数料や売上原価が増加したものの、前期に発生し

た交換局設備の移設等の一過性の費用が発生しなかったことなどにより、前期比68,438千円減少（0.2％減）の

35,912,382千円となりました。 

以上の結果、営業利益については、前期比470,096千円減少（5.0％減）の8,919,513千円となりました。 

※１．ARPU(Average Revenue Per Unit)：１契約あたりの月間平均収入。音声・データ両サービスにおいて

算出。 

＜契約数・出荷台数＞  

（注）１．純増数及び総契約数には、通信モジュールサービスの契約数も含まれております。 

      ２．純増数及び契約数は百契約未満を四捨五入して表示しております。 

     ３．端末出荷台数は百台未満を四捨五入して表示しております。 

  平成22年３月期 平成23年３月期 増減 増減率（％） 

移動通信事業   

  営業収益（千円）  45,370,429  44,831,895  △538,534  △1.2

  営業費用（千円）  35,980,820  35,912,382  △68,438  △0.2

  営業利益（千円）   9,389,609  8,919,513  △470,096  △5.0

固定通信事業   

  営業収益（千円）  710,229  2,624,891  1,914,661  269.6

  営業費用（千円）  748,884  2,866,740  2,117,855  282.8

  営業損失（△）（千円）  △38,654  △241,848  △203,194  －

その他事業   

  営業収益（千円）  363  2,877  2,513  690.9

  営業費用（千円）  84,902  81,190  △3,711  △4.4

  営業損失（△）（千円）  △84,538  △78,313  6,225  －

  平成22年３月期 平成23年３月期 増減 増減率（％） 

純増数  21,000  19,900  △1,100  △5.4

総契約数   501,300  521,100  19,900  4.0

  うち「CDMA 1X WIN」  418,400  481,700  63,300  15.1

EZweb※２/IS NET契約数  416,900  431,600  14,700  3.5

端末出荷台数  170,400  194,600  24,200  14.2
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＜解約率・機種変更率・ARPU＞  

当期における事業の状況につきましては、サービスの充実やネットワーク品質の向上等、お客様重視のサービス

に取り組んだ結果、前期と比較して総契約数が19,900契約増加(4.0％増)の521,100契約、EZweb/IS NET契約数が

14,700契約増加（3.5％増）の431,600契約となりました。 

解約率については、上期において商品ラインナップの不足を起因として他社への流出が増加したものの、下期に

おいてはISシリーズの投入によって流出に歯止めがかかったことなどにより、前期比0.02ポイント増加の0.48％と

なりました。 

機種変更率については、周波数再編に伴う対応移動機への移行促進及びISシリーズの投入により、前期比0.28ポ

イント増加の2.46％となりました。 

ARPUについては、前期比480円減少（8.1％減）の5,448円となりました。このうち、音声ARPUについては、『指

定通話定額』による影響や月々の基本料金が低廉なシンプルプランの構成比の上昇を主因として前期比528円減少

（13.6％減）の3,343円となりました。データARPUについては、パケット通信料定額サービスの契約比率が増加し

たことなどにより、前期比48円増加（2.3％増）の2,105円となりました。 

※２．EZweb：auが提供する携帯電話によるインターネット接続サービスの名称。 

※３．解約率：対象期間の解約数を、対象期間の前月末総契約数で除したもの。 

※４．機種変更率：対象期間の機種変更数を、対象期間の前月末総契約数で除したもの。 

主なトピックス（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（auラインナップ） 

・スマートフォン「IS series」 

スマートフォンとして初となるおサイフケータイ
Ⓡ
※５やワンセグに対応し、一台でも快適にお使いいただ

けるAndroid™※６搭載スマートフォン「IS03」や、グローバル基準モデル「SIRIUSα IS06」、写真や動画をキ

レイに楽しめる12.2メガカメラ搭載の防水※７スマートフォン「REGZA Phone IS04」※８ならびにハイビジョン

ムービーも楽しめるコンパクトなスマートフォン「IS05」を含む６機種を発売いたしました。 

・au携帯電話 

防水・防塵、耐衝撃性能※９を備えた「G'zOne TYPE-X」のほか、防水＆タッチパネル対応の16.2メガカメラ

搭載「Cyber-shot™ケータイ S006」、セコム※10とauがお子様を見守るＧＰＳ防犯ブザー搭載「mamorino2」を

含む幅広いラインナップをご用意し、28機種を発売いたしました。 

・データ通信端末 

日本初となるWiMAX方式とCDMA方式の両ネットワークで利用可能なUSBインターフェース端末「DATA01」、無

線LAN対応機器で「CDMA 1X WIN」のネットワークを使用し、インターネット接続できるモバイルルーター

「Wi-Fi WALKER DATA05」を発売いたしました。 

・その他 

携帯電話で撮った画像やアニメーション付きの多彩なコンテンツを誰でも簡単にお楽しみいただける

「PHOTO-U SP01」、「CDMA 1X WIN」やWi-Fi通信を利用して電子書籍をダウンロード、保存、閲覧するための

専用端末となる電子ブックリーダー「biblio Leaf SP02」を発売いたしました。 

  平成22年３月期 平成23年３月期 増減 増減率（％） 

解約率※３（％）  0.46  0.48 ポイント 0.02  －

機種変更率※４（％）  2.18  2.46 ポイント 0.28  －

総合ARPU（円）  5,928  5,448  △480  △8.1

  音声ARPU（円）  3,871  3,343  △528  △13.6

  データARPU（円）  2,057  2,105  48  2.3
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（料金サービス） 

・WiMAX方式とCDMA方式の両ネットワークで利用可能なWINデータ通信端末用の専用料金プランとして、定額制の

「WINシングル定額 WiMAX」「ビジネスWINシングル定額WiMAX」の提供を開始いたしました。(6月) 

・スマートフォンならではのウェブサービスを、より気軽にかつ安心してお楽しみいただくため、よりリーズナ

ブルな月額上限額5,460円（税込）のフラット型スマートフォン向けパケット通信料定額サービス「ISフラッ

ト」を導入いたしました。(11月) 

・海外でフィーチャーフォンやスマートフォンのパケット通信を安心してご利用頂けるよう、海外パケット定額

サービス「海外ダブル定額」の提供を開始いたしました。(3月) 

（新サービス） 

・Android™搭載のスマートフォンにおいて、通話やインスタントメッセージ（チャット）が楽しめる「Skype™｜

au」サービスの提供を開始いたしました。(11月) 

・au携帯電話のデータ通信インフラである「EV-DO Rev.A」の機能拡張版である「EVDOマルチキャリア」技術を

導入し、受信速度が最大9.2Mbps、送信速度が最大5.5Mbps※11の高速データ通信が可能な「WIN HIGH SPEED」

の提供を開始いたしました。(11月) 

（その他） 

・お客様参加型の環境保全活動「Green Road Project」の第４弾として、お客様がスポーツサポートサービス

「au Smart Sports Run&Walk」を利用してウォーキングやランニング、もしくは自転車で走行すると１kmにつ

き１円の金額に換算し、その総額を沖縄のサンゴ保全活動に寄付する「沖縄Walk」を実施し（平成22年５月18

日から平成22年７月29日まで）、KDDI株式会社と当社で総額5,711,355円を特定非営利活動法人アクアプラネ

ットへ寄付いたしました。 

・「ケータイ35リサイクル」と称しまして、携帯電話を１台回収するごとに35円、アクアプラネットへ寄付いた

します。（実施期間は平成22年10月から平成26年３月までの３年５ヶ月を予定） 

・ICTを活用した環境保全の取り組みとして、平成22年９月度請求分より、紙請求書の発行を廃止し、インター

ネット経由でご請求内容を確認いただける「WEB de 請求書」に変更いたしました。「WEB de 請求書」をご利

用にあたっては、１回線あたり月額基本使用料から21円（税込）を割引いたします。 

・太陽光発電と蓄電池の連携、および深夜電力を活用するトライブリッド方式電力制御技術を、沖縄県のau携帯

電話基地局に対して実験的に導入いたしました。これにより台風等による強風雨の影響や耐性等を検証すると

ともに、保守運用面での課題を抽出し、本格的な運用に向けた検証を進めます。  

※５.「おサイフケータイ」は、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの登録商標です。 

※６.「Android」は、Google Inc.の商標または登録商標です。  

※７.「防水」機能は、IPX5/IPX7相当です。 

※８.「REGZA」、〈レグザ〉は、株式会社東芝の登録商標です。 

※９. 耐衝撃性能は、アメリカ国防総省が制定した「MIL規格 (MIL-STD-810G Method 516.6-Shock)」に準

拠した落下試験を実施しています。 

※10. ココセコムのご利用は、セコムのご契約が必要です。 

※11. 受信最大9.2Mbps (送信最大5.5Mbps) 対応エリアの場合です。ベストエフォート方式サービスです。

記載の速度は技術規格上の最大値であり、実使用速度を示すものではありません。通信環境や混雑状

況等により大幅に低下する場合があります。 
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《 固定通信事業 》  

当期における業績については、平成22年１月に沖縄通信ネットワーク株式会社を連結子会社化したことや、「au

ひかり ちゅら」の顧客基盤が拡大したことにより、営業収益が前期比1,914,661千円増加（269.6％増）の

2,624,891千円、営業費用が前期比2,117,855千円増加（282.8％増）の2,866,740千円となった結果、営業損失は

241,848千円となりました。  

＜回線数＞ 

（注）１．回線数は百回線未満を四捨五入して表示しております。  

   ２．FTTH回線数は「auひかり ちゅら」、「ひかりふる」の両サービスの回線数を合計しております。  

当社は、平成22年３月よりFTTHサービス「auひかり ちゅら」の提供を開始し、固定通信事業に参入いたしまし

た。沖縄県内唯一の総合通信事業者として、au携帯電話の移動通信とFTTHサービス「auひかり ちゅら」の固定通

信を融合したサービスの提供を通じ、お客様の利便性向上を図ってまいります。 

主なトピックス（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

・沖縄県名護市（一部）、宜野湾市、沖縄市、北谷町、うるま市（一部）へサービスエリアを拡大いたしました。

・ICTを活用した環境保全の取り組みとして、平成22年９月度請求分より、紙請求書の発行を廃止し、インターネ

ット経由でご請求内容を確認いただける「WEB de 請求書」に変更いたしました。「WEB de 請求書」をご利用に

あたっては１請求あたり月額基本使用料から21円（税込）を割引いたします。  

③ 次期の見通し  

《 連結 》 

＜連結業績予想の概要＞ 

営業収益については、移動通信事業においてスマートフォンの契約比率が上昇することによりデータARPUの増加

が見込まれるものの、月々の基本料金が低廉化することによる音声ARPUの減少が見込まれることにより減収を予想

しております。一方、固定通信事業において「auひかり ちゅら」の顧客基盤を拡大することによる増収が見込ま

れることにより、連結業績では前期並みを予想しております。 

営業費用については、移動通信事業において800MHz帯周波数再編に伴う費用の増加が見込まれるものの、販売手

数料が減少すると見込まれることなどから前期と比較し減少を予想しております。一方、固定通信事業において顧

客基盤の拡大に伴う費用の増加が見込まれることにより、連結業績では前期と比較し増加を予想しております。 

以上の結果、次期の連結損益状況につきましては、営業収益は46,900百万円、営業費用は38,400百万円、営業利

益は8,500百万円、経常利益は8,500百万円、当期純利益は5,400百万円を見込んでおります。 

  平成22年３月期 平成23年３月期 増減 増減率（％） 

FTTH回線数  2,300  6,300  4,000  178.9

  
平成23年３月期 

（実績）  

平成24年３月期 

（予想）  
増減 増減率（％） 

営業収益（百万円）  46,837  46,900  62  0.1

営業費用（百万円）  38,238  38,400  161  0.4

営業利益（百万円）  8,599  8,500  △99  △1.2

経常利益（百万円）  8,624  8,500  △124  △1.4

当期純利益（百万円）  4,978  5,400  421  8.5
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次期の見通しにおける、セグメント別の状況は次のとおりであります。 

《 移動通信事業 》 

＜契約数・出荷台数＞  

（注）１．純増数及び総契約数には、通信モジュールサービスの契約数も含まれております。 

      ２．純増数及び総契約数は百契約未満を四捨五入して表示しております。 

     ３．端末出荷台数は百台未満を四捨五入して表示しております。 

＜解約率・機種変更率・ARPU＞  

《 固定通信事業 》 

＜回線数＞ 

（注）１．回線数は百契約未満を四捨五入して表示しております。 

   ２．FTTH回線数は「auひかり ちゅら」、「ひかりふる」の両サービスの契約数を合計しております。 

今後、経済環境、競争状況、新サービスの成否などの不確実な要因の影響を受け、業績に変動を与える可能性の

ある事象が生じた場合などにおいては、適時に業績予想の見直しについて検討を行ってまいります。 

なお、当社グループの事業計画は通期ベースで作成しており、また、激しく変化する市場環境に対応するため、

計画の確定していない業績に与える影響が大きな施策を期中において実施する可能性があり、その実施時期によっ

ては第２四半期連結累計期間の業績に大きな影響を与える可能性があります。そのため、当社グループの第２四半

期連結累計期間の業績予想については、投資情報としての有用性・適切性が著しく損なわれる可能性があります。

したがって、業績予想は通期のみの記載とし、その進捗状況として四半期ごとに実績値を迅速に開示することによ

り業績報告を行ってまいります。 

  
平成23年３月期 

（実績）  

平成24年３月期 

（予想）  
増減 増減率（％） 

純増数  19,900  17,000  △2,900  △14.4

総契約数   521,100  538,100  17,000  3.3

端末出荷台数  194,600  173,000  △21,600  △11.1

  
平成23年３月期 

（実績）  

平成24年３月期 

（予想）  
増減 増減率（％） 

解約率（％）  0.48  0.45 △0.03ポイント  －

機種変更率（％）  2.46  2.07 △0.39ポイント  －

総合ARPU（円）  5,448  5,150  △298  △5.5

  音声ARPU（円）  3,343  2,890  △453  △13.6

  データARPU（円）  2,105  2,260  155  7.4

  
平成23年３月期 

（実績）  

平成24年３月期 

（予想）  
増減 増減率（％） 

FTTH回線数  6,300  15,800  9,500  151.2
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(2）財政状態に関する分析 

① 連結財政状況  

＜資産、負債及び純資産の状況＞ 

当連結会計年度末における資産については、本社ビル建設用地の取得や電気通信設備の増加等により、前連結会

計年度末と比較して3,131,303千円増加（5.7％増）の57,926,857千円となりました。 

負債については、未払法人税等の増加などにより、前連結会計年度末と比較して176,482千円増加（1.5％増）の

12,329,354千円となりました。 

純資産については、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末と比較して2,954,821千円増加（6.9％増）の

45,597,503千円となり、自己資本比率は前連結会計年度末の76.1％から77.0％に上昇いたしました。  

   

② キャッシュフローの状況  

（注）フリー・キャッシュ・フローは「営業活動によるキャッシュ・フロー」と「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の合計であります。 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物につきましては、1,760,900千円となりました。 

なお、当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・フローは1,820,770千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前当期純利益の減少等があったものの、携帯電話の

割賦販売による売上債権の増加額が減少したことや法人税等の支払額の減少等により、前連結会計年度と比較して

2,224,896千円収入が増加し、10,151,975千円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローについては、電気通信設備や本社ビル建設用地等の有形固定資産の取得によ

る支出が増加したことなどにより、前連結会計年度と比較して4,351,054千円支出が増加し、8,331,205千円の支出

となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローについては、長期借入金の返済による支出が増加したことなどにより、前連

結会計年度と比較して310,904千円支出が増加し、2,703,536千円の支出となりました。 

  平成22年３月期末 平成23年３月期末 増減    増減率（％） 

資産（千円）  54,795,554  57,926,857  3,131,303  5.7

負債（千円）  12,152,871  12,329,354  176,482  1.5

  有利子負債（千円）  3,333,964  2,680,639  △653,324  △19.6

純資産（千円）  42,642,682  45,597,503  2,954,821  6.9

自己資本比率（％）  76.1  77.0 0.9ポイント  －

  平成22年３月期 平成23年３月期  増減  

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円）  7,927,078  10,151,975  2,224,896

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円）  △3,980,150  △8,331,205  △4,351,054

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円）  △2,392,632  △2,703,536  △310,904

現金及び現金同等物の増減額（千円）  1,554,295  △882,766  △2,437,062

現金及び現金同等物の期首残高（千円）  1,089,372  2,643,667  1,554,295

現金及び現金同等物の期末残高（千円）  2,643,667  1,760,900  △882,766

フリー・キャッシュ・フロー（千円）  3,946,928  1,820,770  △2,126,158
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移  

※12．自己資本比率：自己資本／総資産 

※13．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

※14．キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

※15．インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．株式時価総額は、期末株価終値に期末発行済株式数を乗じて算出しております。 

   ２．キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。 

   ３．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」を使用して

おります。 

   ４. 平成22年３月期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しており

ません。  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要事項の一つと認識しており、今後の事業展開に備えるための内

部留保や財務体質の強化を勘案しつつ、安定配当を継続的に行うことを基本方針としております。 

なお、当期の期末配当金につきましては、業績及び今後の事業展開を勘案し、本年１月21日公表の１株当たり

3,750円に100円増額し、１株当たり3,850円とすることを予定しております。これにより、当期の年間配当金は１株

当たり7,600円、連結配当性向は41.7％となる予定です。 

また、次期の中間及び期末配当金はそれぞれ１株当たり3,850円とし、年間配当金は１株当たり7,700円とする予定

です。  

  

(4）事業等のリスク 

当社グループが事業を遂行している限り、種々のリスクが伴います。当社グループにおきましては、これらのリス

クの発生を防止、分散することにより、リスクの徹底的な軽減を図っております。 

しかし、例えば、他の事業者や他の技術との競争下において、当社グループの期待通りの需要が存在し契約数を維

持拡大できるかどうか、通信の秘密及び個人情報・顧客情報の保護を遵守できるかどうか、地震及び津波、台風、洪

水等の自然災害や事故等によるサービスの停止等を防止できるかどうか、電気通信に関する法律、規制の変更または

政策決定並びに公的規制、訴訟等が当社グループの利益を損なわないかどうか、また、今後も適切かつ十分な人材の

確保及び育成を行うことができるかどうか、さらには、電気通信業界における再編及び当社グループの事業再編、減

損会計、当社の親会社であるKDDI株式会社が他の株主の利益に反する影響力を行使することがあり得ることなどの事

項が存在し、当社グループの財政状態および業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率※12（％）
  －  －  －  76.1  77.0

時価ベースの自己資本比率※13（％）  －  －  －  86.9  85.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比率※14（％）  －  －  －  42.1  26.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ※15（倍）  －  －  －  253.4  183.1
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当社の企業集団は、当社及び連結子会社である沖縄通信ネットワーク株式会社、並びに親会社であるKDDI株式会社に

より構成されており、au携帯電話サービス等を提供する「移動通信事業」、国内・国際通信サービス、インターネット

サービス等を提供する「固定通信事業」を主な事業内容としております。 

当社グループの事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

［事業系統図］ 

以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

  

２．企業集団の状況

事業区分  主要なサービス  名称 

移動通信 au携帯電話サービス 

au携帯電話端末販売 等 

当社 

KDDI株式会社 

固定通信 国内・国際通信サービス 

インターネットサービス 等 

当社 

沖縄通信ネットワーク株式会社 

KDDI株式会社 

その他 ASP事業 当社 
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(1）会社の経営の基本方針 

当社は、事業環境の急速な変化と高度化・多様化するお客様のニーズに柔軟かつ迅速に対応するため、電気通信に

おける付加価値の向上に努め、高品質なサービスを低廉な料金で提供し社会の発展に貢献するとともに、お客様に満

足して頂ける企業、親しみと尊敬に価する企業を目指しております。 

また、キャッシュ・フローを重視した高収益企業体質を構築することにより、株主及び投資家の皆様にとって魅力

ある企業となるよう努めていくことを会社経営の基本方針としております。 

  

(2）目標とする経営指標 

当社は、継続的な成長を実現するために、主な経営指標として営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益、フリ

ー・キャッシュ・フローを掲げており、これらの指標の変化に加え、利用者の動向を示す指標として契約数、解約

率、ARPU（１契約あたりの月間平均収入）等を重視しております。 

   

(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

当社は、KDDIグループの一員であると同時に、沖縄県を業務区域に移動通信サービス及び固定通信サービスを提供

する総合通信事業者として、地域に根ざしたお客様視点での事業運営を行ってまいります。また、携帯電話とFTTHの

ネットワークに加え、KDDIグループが有するWiMAXを有機的に結びつけることにより「世帯まるごとau化」を推進

し、さまざまなデバイスを利用するお客様の更なる利便性向上に努めてまいります。 

CSR活動の取り組みといたしましては、環境保全活動や電気通信サービスに関する社会的課題の解決へ向けた活動

を通じて、社会の発展に積極的に貢献してまいります。 

このように、すべてのステークホルダーの皆様にご満足していただけるよう、TCS（トータル・カスタマー・サテ

ィスファクション）活動を一層推進し、持続的な企業クオリティーの向上を目指してまいります。 

また、周波数再編および新たな通信システムの導入を見据え、効率的な設備投資と経費削減を徹底し、更なる財務

体質の健全化に努め高収益企業体質の構築に取り組んでまいります。 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

固定資産   

電気通信事業固定資産   

有形固定資産   

機械設備 ※  35,756,196 ※  38,522,986

減価償却累計額 △25,182,830 △28,350,788

機械設備（純額） ※  10,573,365 ※  10,172,197

空中線設備 8,719,782 9,606,005

減価償却累計額 △3,586,340 △4,021,489

空中線設備（純額） 5,133,442 5,584,515

端末設備 ※  591,026 ※  666,159

減価償却累計額 △340,668 △375,633

端末設備（純額） ※  250,357 ※  290,525

市内線路設備 ※  4,728,062 ※  5,369,743

減価償却累計額 △3,536,719 △3,818,734

市内線路設備（純額） ※  1,191,342 ※  1,551,008

市外線路設備 3,016 3,016

減価償却累計額 △795 △1,052

市外線路設備（純額） 2,221 1,964

土木設備 ※  87,306 ※  86,378

減価償却累計額 △15,112 △18,278

土木設備（純額） ※  72,193 ※  68,099

海底線設備 ※  349,771 ※  349,771

減価償却累計額 △336,228 △339,726

海底線設備（純額） ※  13,542 ※  10,044

建物 ※  5,550,448 ※  5,836,498

減価償却累計額 △1,528,572 △1,787,176

建物（純額） ※  4,021,876 ※  4,049,322

構築物 912,977 927,268

減価償却累計額 △587,378 △629,807

構築物（純額） 325,599 297,460

機械及び装置 ※  1,108 ※  1,108

減価償却累計額 △1,061 △1,084

機械及び装置（純額） ※  47 ※  24

車両 133,777 133,777

減価償却累計額 △28,891 △55,647

車両（純額） 104,886 78,130

工具、器具及び備品 ※  1,056,333 ※  1,113,910

減価償却累計額 △493,413 △601,420

工具、器具及び備品（純額） ※  562,919 ※  512,490

土地 544,581 1,992,561

リース資産 3,456 3,456

減価償却累計額 △748 △1,440

リース資産（純額） 2,707 2,016

建設仮勘定 128,564 763,961

有形固定資産合計 22,927,649 25,374,325
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

無形固定資産   

海底線使用権 26,439 23,501

施設利用権 141,755 130,020

ソフトウェア 47,247 43,438

借地権 2,000 2,000

その他の無形固定資産 9,582 9,582

無形固定資産合計 227,025 208,544

電気通信事業固定資産合計 23,154,674 25,582,869

附帯事業固定資産   

有形固定資産   

有形固定資産 23,508 23,508

減価償却累計額 △3,042 △7,017

有形固定資産（純額） 20,465 16,491

有形固定資産合計 20,465 16,491

無形固定資産   

無形固定資産合計 38,114 29,658

附帯事業固定資産合計 58,579 46,150

投資その他の資産   

投資有価証券 158,644 262,197

社内長期貸付金 10,330 11,290

長期前払費用 838,393 826,661

繰延税金資産 1,130,682 1,322,128

敷金及び保証金 101,350 89,168

その他の投資及びその他の資産 83,489 97,058

貸倒引当金 △73,936 △86,945

投資その他の資産合計 2,248,953 2,521,557

固定資産合計 25,462,208 28,150,577

流動資産   

現金及び預金 2,643,667 1,760,900

売掛金 8,323,848 8,373,372

未収入金 1,265,835 1,471,899

貯蔵品 816,535 1,193,595

前払費用 146,449 156,712

繰延税金資産 683,656 826,970

関係会社短期貸付金 15,627,161 16,125,688

その他の流動資産 3,826 3,828

貸倒引当金 △177,635 △136,687

流動資産合計 29,333,345 29,776,280

資産合計 54,795,554 57,926,857
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

固定負債   

長期借入金 ※  2,678,462 ※  2,085,581

リース債務 2,177 1,451

繰延税金負債 3,620 －

退職給付引当金 153,209 162,754

ポイント引当金 1,758,855 1,751,341

資産除去債務 － 76,162

その他の固定負債 65,515 504,203

固定負債合計 4,661,839 4,581,493

流動負債   

1年以内に期限到来の固定負債 ※  601,854 ※  592,881

買掛金 642,886 744,702

リース債務 725 725

未払金 3,689,598 3,498,028

未払費用 127,337 139,019

未払法人税等 1,142,571 1,416,369

前受金 1,090,504 1,160,929

預り金 25,268 11,753

賞与引当金 154,671 171,429

役員賞与引当金 15,480 11,890

その他の流動負債 134 130

流動負債合計 7,491,032 7,747,860

負債合計 12,152,871 12,329,354

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,414,581 1,414,581

資本剰余金 1,614,991 1,614,991

利益剰余金 38,662,199 41,589,820

株主資本合計 41,691,771 44,619,392

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18,684 9,754

その他の包括利益累計額合計 18,684 9,754

少数株主持分 932,225 968,356

純資産合計 42,642,682 45,597,503

負債・純資産合計 54,795,554 57,926,857
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

電気通信事業営業損益   

営業収益 35,836,908 35,595,975

営業費用   

営業費 8,969,490 8,773,282

施設保全費 2,553,775 3,776,424

管理費 1,278,849 1,498,124

減価償却費 4,343,430 4,928,412

固定資産除却費 351,080 145,371

通信設備使用料 5,395,637 4,733,720

租税公課 325,278 392,017

営業費用合計 23,217,542 24,247,351

電気通信事業営業利益 12,619,365 11,348,624

附帯事業営業損益   

営業収益 10,099,632 11,242,019

営業費用 13,452,462 13,991,208

附帯事業営業損失（△） △3,352,829 △2,749,188

営業利益 9,266,535 8,599,435

営業外収益   

受取利息 59,137 53,853

受取配当金 1,891 3,057

受取手数料 2,048 2,265

受取賃貸料 7,151 5,654

受取保険金 181 3,750

負ののれん償却額 67,313 －

雑収入 15,347 17,535

営業外収益合計 153,070 86,116

営業外費用   

支払利息 15,722 55,222

株式交付費償却 3,665 －

雑支出 5 5,391

営業外費用合計 19,393 60,614

経常利益 9,400,213 8,624,936

特別損失   

減損損失 － ※1  316,106

固定資産除却損 － ※2  585,744

特別損失合計 － 901,850

税金等調整前当期純利益 9,400,213 7,723,085

法人税、住民税及び事業税 3,324,925 3,040,098

法人税等調整額 109,082 △332,035

法人税等合計 3,434,008 2,708,063

少数株主損益調整前当期純利益 － 5,015,022

少数株主利益 3,035 36,752

当期純利益 5,963,168 4,978,270
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 5,015,022

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △9,551

その他の包括利益合計 － ※2  △9,551

包括利益 － ※1  5,005,471

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 4,969,340

少数株主に係る包括利益 － 36,130
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,414,581 1,414,581

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,414,581 1,414,581

資本剰余金   

前期末残高 1,614,991 1,614,991

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,614,991 1,614,991

利益剰余金   

前期末残高 34,749,681 38,662,199

当期変動額   

剰余金の配当 △2,050,650 △2,050,650

当期純利益 5,963,168 4,978,270

当期変動額合計 3,912,518 2,927,620

当期末残高 38,662,199 41,589,820

株主資本合計   

前期末残高 37,779,253 41,691,771

当期変動額   

剰余金の配当 △2,050,650 △2,050,650

当期純利益 5,963,168 4,978,270

当期変動額合計 3,912,518 2,927,620

当期末残高 41,691,771 44,619,392

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,439 18,684

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,245 △8,929

当期変動額合計 17,245 △8,929

当期末残高 18,684 9,754

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 1,439 18,684

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 17,245 △8,929

当期変動額合計 17,245 △8,929

当期末残高 18,684 9,754
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主持分   

前期末残高 － 932,225

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 932,225 36,130

当期変動額合計 932,225 36,130

当期末残高 932,225 968,356

純資産合計   

前期末残高 37,780,692 42,642,682

当期変動額   

剰余金の配当 △2,050,650 △2,050,650

当期純利益 5,963,168 4,978,270

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 949,471 27,200

当期変動額合計 4,861,989 2,954,821

当期末残高 42,642,682 45,597,503
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 9,400,213 7,723,085

減価償却費 4,350,532 4,931,779

減損損失 － 316,106

負ののれん償却額 △67,313 －

固定資産除却損 220,732 87,574

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25,018 △27,938

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14,476 9,544

ポイント引当金の増減額（△は減少） 239,626 △7,513

賞与引当金の増減額（△は減少） 34,196 16,757

受取利息及び受取配当金 △61,029 △56,911

支払利息 15,722 55,222

売上債権の増減額（△は増加） △1,835,788 △49,524

たな卸資産の増減額（△は増加） 99,229 △359,414

仕入債務の増減額（△は減少） △132,006 101,816

その他 340,613 171,861

小計 12,594,188 12,912,447

利息及び配当金の受取額 61,029 56,911

利息の支払額 △31,279 △55,458

法人税等の支払額 △4,696,859 △2,761,924

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,927,078 10,151,975

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,222,042 △7,558,666

有形固定資産の売却による収入 1,962 －

無形固定資産の取得による支出 △76,147 △16,871

投資有価証券の取得による支出 － △120,625

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

※2  695,460 －

関係会社短期貸付金による支出 △15,658,680 △17,151,787

関係会社短期貸付金の回収による収入 15,342,983 16,653,260

その他の支出 △112,512 △145,006

その他の収入 48,825 8,491

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,980,150 △8,331,205

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △292,427 △601,854

リース債務の返済による支出 △181 △725

配当金の支払額 △2,049,279 △2,050,212

その他の支出 △50,745 △50,745

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,392,632 △2,703,536

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,554,295 △882,766

現金及び現金同等物の期首残高 1,089,372 2,643,667

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,643,667 ※1  1,760,900
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 該当事項はありません。  

  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数 １社 （1）連結子会社の数 １社 

  （2）連結子会社の名称 

沖縄通信ネットワーク株式会社 

当社は、沖縄通信ネットワーク株式

会社の第三者割当増資による新株発行

の一部を引き受け、平成22年１月４日

に払込みを行いました。これにより当

社が同社の50.1％の議決権を保有し、

同社は当社の連結子会社となったた

め、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。   

（2）連結子会社の名称 

沖縄通信ネットワーク株式会社  

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。 

同左  

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

   時価のないもの 

   主として移動平均法による原価法 

① 有価証券 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

 同左 

  

  

  

   時価のないもの 

 同左  

  ② たな卸資産 

    貯蔵品    

      主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

② たな卸資産 

    貯蔵品    

 同左  
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

  機械設備 

   主として定率法を採用しておりま

す。 

  機械設備を除く有形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

   機械設備   ９年 

   空中線設備  10～21年 

   建物     ３～38年 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

  機械設備 

   定率法を採用しております。 

   

  機械設備を除く有形固定資産 

 同左  

  

  ② 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

② 無形固定資産 

 同左   

  ③ リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

  なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。  

③ リース資産 

 同左   

  ④ 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

④ 長期前払費用 

 同左   

(3）繰延資産の処理方法 株式交付費 

 支出時に全額費用処理しております。 

────── 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

  債権等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

 同左   

  ② 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

  なお、過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額法により費用処

理しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（14年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することと

しております。 

 （追加情報） 

  当連結会計年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

② 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

  なお、過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額法により費用処

理しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（14年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することと

しております。 

  

  

  

  

  

  ③ ポイント引当金 

  将来のポイントサービス（「ポイント

α」）の利用による費用負担に備えるた

め、利用実績率に基づき翌連結会計年度

以降に利用されると見込まれるポイント

に対する所要額を計上しております。 

③ ポイント引当金 

 同左  

  ④ 賞与引当金  

  従業員に対し支給する賞与の支出に充

てるため、支給見込額基準により計上し

ております。 

④ 賞与引当金  

 同左  

  ⑤ 役員賞与引当金 

  役員に対し支給する役員賞与の支出に

充てるため、支給見込額により当連結会

計年度負担額を計上しております。 

⑤ 役員賞与引当金 

 同左  

(5）連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

────── 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

 同左  
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

  全面時価評価法によっております。 ────── 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

  当連結会計年度に発生した負ののれんに

ついては、少額であるため当連結会計年度

において一括償却しております。  

────── 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

────── 

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）  

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

これによる連結財務諸表に与える影響は軽微でありま

す。  

(8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （連結損益計算書）  

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期

純利益」の科目で表示しております。  

(9）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 
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当連結財務諸表における科目分類は、連結財務諸表提出会社が「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則」（昭和38年大蔵省令第59号）第２条に規定する別記11の電気通信業であるため、「電気通信事業会計規則」

（昭和60年郵政省令第26号）第５条における科目分類に準拠しております。  

(10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※ 担保に供している資産            

 上記物件は、長期借入金 千円、１年以内

返済予定の長期借入金 千円の担保に供してお

ります。 

機械設備  千円696,279

端末設備  146,398

市内線路設備  684,464

土木設備  20,245

海底線設備  13,542

建物  213,733

機械及び装置  28

工具、器具及び備品  16,427

 計  1,791,119

1,923,780

371,764

※ 担保に供している資産            

 上記物件は、長期借入金 千円、１年以内

返済予定の長期借入金 千円の担保に供してお

ります。 

機械設備  千円535,726

端末設備  105,938

市内線路設備  470,870

土木設備  19,156

海底線設備  10,044

建物  189,541

機械及び装置  14

工具、器具及び備品  6,166

 計  1,337,459

1,552,016

371,764
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  ※１ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産及び資産グループについて減損損失を計上しており

ます。 

  

  
場所 用途 種類 

減損損失 

（千円） 

沖縄セルラ

ー電話㈱  

現行800MHz

帯設備等 

（沖縄県）

電気通信事
業用 

機械設備等 194,725

  当社グループは、減損損失の算定にあたって、他

の資産又は資産グループのキャッシュ・フローから

概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位によって資産のグルーピングを行っておりま

す。 

現行800MHz帯設備に係る資産グループについて

は、周波数再編により平成24年７月以降使用停止予

定であり、携帯電話端末の新周波数帯への移行を進

めております。これに伴い、当該設備のみに対応し

た携帯電話端末の契約者が大幅に減少する見込みで

あることから、当該設備の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失194,725千円とし

て特別損失に計上しております。その内訳は、機械

設備166,785千円、その他27,940千円であります。 

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フローを

5.54％で割り引いて算定しております。  

また、子会社の一部の事業用資産についても減損

損失121,381千円を特別損失として計上しておりま

す。 

その内訳は、市内線路設備70,768千円、機械設備

37,269千円、その他13,342千円であります。 

  

  ※２ 固定資産除却損   

固定資産除却損は、現行800MHz帯設備の撤去に伴う

固定資産の設備撤去費585,744千円であります。  

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 千円5,980,413

少数株主に係る包括利益  3,634

計  5,984,048

その他有価証券評価差額金 千円17,844
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式                        

普通株式  273,420  －  －  273,420

合計  273,420  －  －  273,420

自己株式                        

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月16日 

定時株主総会 
普通株式  1,025,325  3,750 平成21年３月31日 平成21年６月17日

平成21年10月22日 

取締役会 
普通株式  1,025,325  3,750 平成21年９月30日 平成21年12月４日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月15日 

定時株主総会 
普通株式  1,025,325 利益剰余金  3,750 平成22年３月31日 平成22年６月16日

沖縄セルラー電話㈱（9436）平成23年３月期　決算短信

－　26　－



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式                        

普通株式  273,420  －  －  273,420

合計  273,420  －  －  273,420

自己株式                        

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月15日 

定時株主総会 
普通株式  1,025,325  3,750 平成22年３月31日 平成22年６月16日

平成22年10月21日 

取締役会 
普通株式  1,025,325  3,750 平成22年９月30日 平成22年12月３日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月14日 

定時株主総会 
普通株式  1,052,667 利益剰余金  3,850 平成23年３月31日 平成23年６月15日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

 （平成22年３月31日現在） 

（千円）

 （平成23年３月31日現在） 

（千円）

現金及び預金勘定  2,643,667

預入期間が３ヵ月を超える定期預金  －

現金及び現金同等物  2,643,667

現金及び預金勘定  1,760,900

預入期間が３ヵ月を超える定期預金  －

現金及び現金同等物  1,760,900

  

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

    株式の取得により新たに沖縄通信ネットワーク株式

会社（以下「OTNet」）を連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びにOTNet株式の取得価

額とOTNet取得による収入（純額）との関係は次のと

おりであります。 

（千円）

固定資産  3,977,158

流動資産  1,979,723

固定負債  △3,137,510

負ののれん  △67,313

流動負債  △958,466

少数株主持分  △928,591

OTNet株式の取得価額  865,000

OTNet現金及び現金同等物  △1,560,460

差引：OTNet取得による収入  695,460
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要なサービス等の名称     

    ２．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、17,158,932千円であり、その主なものは、当

社での現金及び預金、短期貸付金及び管理部門に係る資産等であります。 

    ３．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。  

   

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
移動通信

（千円） 
固定通信

（千円） 
その他

（千円） 
合計

（千円） 
消去又は全社

（千円） 
連結

（千円） 

Ⅰ  売上高及び営業損益   

売上高   

(1)  外部顧客に対する売上高  45,370,279  565,897  363  45,936,540  －  45,936,540

(2） セグメント間の内部売上高又は振

替高 
 150  144,331  －  144,482 ( ) 144,482  －

計  45,370,429  710,229  363  46,081,023 ( ) 144,482  45,936,540

営業費用  35,980,820  748,884  84,902  36,814,607 ( ) 144,602  36,670,004

営業利益又は営業損失（△）  9,389,609  △38,654  △84,538  9,266,415  120  9,266,535

Ⅱ  資産、減価償却費及び資本的支出   

資産  31,774,971  5,807,267  54,382  37,636,621  17,158,932  54,795,554

減価償却費  4,164,609  180,035  5,887  4,350,532  －  4,350,532

資本的支出  4,703,649  285,242  59,218  5,048,110  31,486  5,079,596

 事業区分  営業種目 

 移動通信  携帯電話サービス、携帯電話端末販売 等 

 固定通信  国内・国際通信サービス、インターネットサービス 等 

 その他  ＡＳＰ事業 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は沖縄県内において、移動通信事業と固定通信事業を営む総合通信事業者であることから、「移動

通信」及び「固定通信」の２つを報告セグメントとしております。 

「移動通信事業」は、au携帯電話サービス、au携帯電話端末販売等を提供しております。「固定通信事

業」は、国内・国際通信サービス、インターネットサービス等を提供しております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。  

セグメント利益又は損失（△）は、営業利益ベースの数値であります。  

セグメント間の売上高は、第三者間取引価格に基づいております。  

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）  

前連結会計年度のセグメント情報は、当連結会計年度より適用している「セグメント情報等の開示に

関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）に準拠した場合において

も、前連結会計年度の「事業の種類別セグメント情報」と同様の情報となるため、記載しておりませ

ん。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（単位：千円）

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである、ASP事業であります。 

    ２．調整額は、以下の通りであります。  

        (1) セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

        (2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なも

のは当社の現金及び預金、短期貸付金及び管理部門に係る資産等であります。 

       (3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社ビル建設用地及び管理部門資産に係

る設備投資額であります。 

    ３．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用と同費用に係る償却額が含

まれております。 

        ４．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

ｄ．セグメント情報

  
  

報告セグメント

その他 

（注）１ 
合計

調整額 
（注）２ 

連結財務諸表

計上額 
（注）３ 移動通信 固定通信 計

売上高    

外部顧客への売上高  44,827,683  2,007,433  46,835,117  2,877  46,837,994  －  46,837,994

セグメント間の内部売上高又

は振替高   4,211  617,457  621,669  －  621,669  △621,669  －

計  44,831,895  2,624,891  47,456,786  2,877  47,459,664  △621,669  46,837,994

セグメント利益又は損失（△）  8,919,513  △241,848  8,677,664  △78,313  8,599,351  83  8,599,435

セグメント資産  33,391,542  5,371,403  38,762,945  63,405  38,826,350  19,100,507  57,926,857

その他の項目    

減価償却費  4,063,113  857,275  4,920,389  11,389  4,931,779  －  4,931,779

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
 4,332,014  1,243,791  5,575,805  －  5,575,805  1,450,409  7,026,214
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

   

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。  

  

(2）有形固定資産 

連結貸借対照表の有形固定資産は、すべて本邦に所在しております。  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（追加情報） 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月

21日）を適用しております。   

ｅ．関連情報

  au携帯電話サービス au携帯電話端末販売 その他  合計  

外部顧客への売上高（千円） 33,693,304  9,298,495  3,846,194  46,837,994

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

  移動通信 固定通信 その他 全社・消去 合計

減損損失（千円）  194,725  121,381 － －  316,106

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引 １．ファイナンス・リース取引 

重要性が乏しいため記載を省略しております。  

  

重要性が乏しいため記載を省略しております。  

  

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 重要性が乏しいため記載を省略しております。 
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 （注）上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．業務受託及び業務委託については、双方協議のうえ卸電気通信役務の提供に関する契約等を締結してお

ります。また、アクセスチャージについては、双方協議のうえ相互接続に関する協定を締結しておりま

す。 

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れ

ておりません。 

３．携帯電話端末の仕入及び通信設備の購入については、同社から見積原価により相互交渉のうえ決定して

おります。 

４．システム使用料・保守料については、交渉のうえ定められた利用・保守契約に関する取引条件に基づき

支払っております。 

５．支援・指導料については、経営及び業務支援の対価として、協議のうえ定められた料率を基に算定し支

払っております。 

  (2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

２．親会社に関する情報 

ＫＤＤＩ株式会社（東京証券取引所に上場） 

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 

親会社 ＫＤＤＩ株

式会社 

東京都 

新宿区 
 141,851 電気通信

事業 

(被所有) 

直接 

51.51  

間接 

 －

携帯電話端

末の仕入、

通信設備の

購入及び保

守の委託等

  

役員の兼任

２名 

業務受託及び

アクセスチャ

ージ（受取） 
 614,812 － －

貸付金の回収  15,342,983 関係会

社短期

貸付金 
15,627,161

資金の貸付  15,658,680

利息の受取  58,680 － －

携帯電話端末

及び関連商品

の購入 
 7,011,333 買掛金 558,029

通信システム

等の購入 
 2,759,353 未払金 137,720

業務委託及び

アクセスチャ

ージ（支払） 
 2,081,655 未払金 188,819

システム使用

料・保守料 
 1,132,114 未払金 778,289

支援・指導料  500,582 未払金 43,729
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 （注）上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．業務受託及び業務委託については、双方協議のうえ卸電気通信役務の提供に関する契約等を締結してお

ります。また、アクセスチャージについては、双方協議のうえ相互接続に関する協定を締結しておりま

す。 

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保は受け入れ

ておりません。 

３．携帯電話端末の仕入及び通信設備の購入については、同社から見積原価により相互交渉のうえ決定して

おります。 

４．システム使用料・保守料については、交渉のうえ定められた利用・保守契約に関する取引条件に基づき

支払っております。 

５．支援・指導料については、経営及び業務支援の対価として、協議のうえ定められた料率を基に算定し支

払っております。 

  (2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会

社等 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

２．親会社に関する情報 

ＫＤＤＩ株式会社（東京証券取引所に上場） 

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 

（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 

親会社 ＫＤＤＩ株

式会社 

東京都 

新宿区 
 141,851 電気通信

事業 

(被所有) 

直接 

51.51  

間接 

 －

携帯電話端

末の仕入、

通信設備の

購入及び保

守の委託等

  

役員の兼任

３名 

業務受託及び

アクセスチャ

ージ（受取） 
 570,085 － －

貸付金の回収  16,653,260 関係会

社短期

貸付金 
16,125,688

資金の貸付  17,151,787

利息の受取  51,787 － －

携帯電話端末

及び関連商品

の購入 
 7,901,662 買掛金 692,883

通信システム

等の購入 
 2,453,663 未払金 304,510

業務委託及び

アクセスチャ

ージ（支払） 
 2,073,421 未払金 88,066

システム使用

料・保守料 
 993,130 未払金 636,279

支援・指導料  482,512 未払金 44,744
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（千円） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

（千円） 

  

 繰延税金資産（固定）  

  減価償却費超過額 514,966

  退職給付費用否認 61,122

  ポイント引当金否認 700,024

  その他 8,339

   小計 1,284,453

  同一納税主体における繰延税金負
債（固定）との相殺 △11,955

   小計  1,272,497

  評価性引当額 △141,815

    計 1,130,682
   

 繰延税金負債（固定） 

  その他有価証券評価差額金 △15,575

   小計 △15,575

  同一納税主体における繰延税金資
産（固定）との相殺 11,955

    計  △3,620

  

 繰延税金資産（流動） 

  貸倒引当金否認 7,241

  賞与引当金否認 61,607

  貯蔵品評価損否認 73,933

  未払事業税否認 96,340

未確定債務否認 44,371

  前受金否認 429,416

  その他 7,404

   小計 720,314

  評価性引当額 △36,658

    計 683,656

  

 繰延税金資産（固定）  

  減価償却費超過額 490,830

  退職給付費用否認 64,776

  ポイント引当金否認 697,033

  資産除去債務 29,724

  その他 182,528

   小計 1,464,893

同一納税主体における繰延税金負
債（固定）との相殺 △38,955

   小計  1,425,937

  評価性引当額 △103,809

    計 1,322,128
 

 繰延税金負債（固定） 

  その他有価証券評価差額金 △9,230

  資産除去費用 △29,724

   小計 △38,955

同一納税主体における繰延税金資
産（固定）との相殺 38,955

    計  －

 繰延税金資産（流動） 

  貸倒引当金否認 8,844

  賞与引当金否認 68,228

  貯蔵品評価損否認 70,976

  未払事業税否認 115,425

未確定債務否認 88,561

  前受金否認 458,135

  その他 16,799

   小計 826,970

  評価性引当額 －

    計 826,970

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

（％） 

 法定実効税率 39.8

 （調整） 

  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1

  税額控除に伴う調整額 △3.4

  評価性引当額 △0.3

  その他 0.3

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.5

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

（％） 

 法定実効税率 39.8

 （調整） 

  交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2

  税額控除に伴う調整額 △3.9

  評価性引当額 △1.0

  その他 0.0

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.1
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針  

当社グループは、主に電気通信事業を行うための設備投資計画等に照らして、必要な資金を営業活動に

よる現金収入や金融機関からの借入により調達しております。一時的な余資はKDDIグループ企業に対する

短期的な貸付金に限定して運用しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金、未収入金は、顧客及び取引先の信用リスクにさらされております。当該リスク

に関しては、当社グループ各社の与信管理基準に則り、相手先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも

に、主な取引先の信用状況を毎期把握する体制としております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクにさらされておりますが、それらは業務上の関係を

有する企業の株式がほとんどであり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。 

営業債務である買掛金や未払金、未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。 

借入金は主に設備投資に係る資金調達を目的とした長期の借入であり、そのほとんどが固定金利で借入

を実施しております。 

また、営業債務などの流動負債は、その決済時において流動性リスクにさらされますが、当社グループ

では、各社が適時に資金繰計画を作成、更新するなどの方法により管理しております。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）

参照）。 

※１. 売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。 

（金融商品関係）

  
連結貸借対照表 

計上額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  2,643,667  2,643,667  －

(2）売掛金 8,323,848  

  貸倒引当金※１  △177,635  

   8,146,213  8,146,213  －

(3）未収入金  1,265,835  1,265,835  －

(4）関係会社短期貸付金  15,627,161  15,627,161  －

(5）投資有価証券  

    その他有価証券  147,996  147,996  －

 資産計  27,830,873  27,830,873  －

(6）買掛金  642,886  642,886  －

(7）長期借入金（１年以内期限到来）  601,854  601,854  －

(8）未払金  3,689,598  3,689,598  －

(9）未払法人税等  1,142,571  1,142,571  －

(10）長期借入金  2,678,462  2,688,634  10,172

 負債計  8,755,371  8,765,544  10,172
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1）現金及び預金、(2）売掛金、(3）未収入金 

これらはおおむね短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。なお、売掛金については、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当金

を信用リスクとみなし、それを控除したものを帳簿価額とみなしております。 

(4）関係会社短期貸付金 

親会社であるＫＤＤＩ株式会社との金銭消費貸借契約に基づく貸付金であります。契約では当社の意

向により随時貸付金の回収が可能であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。 

(5）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

また、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する事項については、注記事項「有

価証券関係」をご参照下さい。  

(6）買掛金、(7）長期借入金（１年以内期限到来）、(8）未払金、(9）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(10）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。但し、変動金利による長期借入金については、金利が一定期

間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることから、当該帳簿

価額によっております。 

（注２）以下の資産については次に掲げる理由により金融商品の時価情報に含まれておりません。  

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用してお

ります。 

金融商品の種類 
連結貸借対照表 

計上額（千円） 
理由 

非上場株式等  10,648
市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため。 

  
１年以内 

（千円） 

１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内  

（千円） 

10年超  

（千円） 

現金及び預金  2,643,667  －  －  －

売掛金  7,377,733  946,115  －  －

未収入金  1,265,835  －  －  －

関係会社短期貸付金  15,627,161  －  －  －

合計    26,914,397  946,115  －  －

連結会計年度 長期借入金（千円）

平成22年度  601,854

平成23年度  592,881

平成24年度  542,429

平成25年度  459,703

平成26年度  348,274

上記以降    735,175

合計    3,280,316

沖縄セルラー電話㈱（9436）平成23年３月期　決算短信

－　36　－



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針  

当社グループは、主に電気通信事業を行うための設備投資計画等に照らして、必要な資金を営業活動に

よる現金収入や金融機関からの借入により調達しております。一時的な余資はKDDIグループ企業に対する

短期的な貸付金に限定して運用しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金、未収入金は、顧客及び取引先の信用リスクにさらされております。当該リスク

に関しては、当社グループ各社の与信管理基準に則り、相手先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも

に、主な取引先の信用状況を毎期把握する体制としております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクにさらされておりますが、それらは業務上の関係を

有する企業の株式がほとんどであり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。 

営業債務である買掛金や未払金、未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。 

借入金は主に設備投資に係る資金調達を目的とした長期の借入であり、そのほとんどが固定金利で借入

を実施しております。 

また、営業債務などの流動負債は、その決済時において流動性リスクにさらされますが、当社グループ

では、各社が適時に資金繰計画を作成、更新するなどの方法により管理しております。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）

参照）。 

※１. 売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。 

  
連結貸借対照表 

計上額（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）現金及び預金  1,760,900  1,760,900  －

(2）売掛金 8,373,372  

  貸倒引当金※１  △136,687  

   8,236,685  8,236,685  －

(3）未収入金  1,471,899  1,471,899  －

(4）関係会社短期貸付金  16,125,688  16,125,688  －

(5）投資有価証券  

    その他有価証券  132,100  132,100  －

 資産計  27,727,273  27,727,273  －

(6）買掛金  744,702  744,702  －

(7）長期借入金（１年以内期限到来）  592,881  592,881  －

(8）未払金  3,498,028  3,498,028  －

(9）未払法人税等  1,416,369  1,416,369  －

(10）長期借入金  2,085,581  2,093,655  8,074

 負債計  8,337,562  8,345,637  8,074
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（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(1）現金及び預金、(2）売掛金、(3）未収入金 

これらはおおむね短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。なお、売掛金については、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当金

を信用リスクとみなし、それを控除したものを帳簿価額とみなしております。 

(4）関係会社短期貸付金 

親会社であるＫＤＤＩ株式会社との金銭消費貸借契約に基づく貸付金であります。契約では当社の意

向により随時貸付金の回収が可能であり、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。 

(5）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

また、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する事項については、注記事項「有

価証券関係」をご参照下さい。  

(6）買掛金、(7）長期借入金（１年以内期限到来）、(8）未払金、(9）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

(10）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。但し、変動金利による長期借入金については、金利が一定期

間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることから、当該帳簿

価額によっております。 

（注２）以下の資産については次に掲げる理由により金融商品の時価情報に含まれておりません。  

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

金融商品の種類 
連結貸借対照表 

計上額（千円） 
理由 

非上場株式等  130,097
市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため。 

  
１年以内 

（千円） 

１年超５年以内 

（千円） 

５年超10年以内  

（千円） 

10年超  

（千円） 

現金及び預金  1,760,900  －  －  －

売掛金  7,479,893  893,478  －  －

未収入金  1,471,899  －  －  －

関係会社短期貸付金  16,125,688  －  －  －

合計    26,838,382  893,478  －  －

連結会計年度 長期借入金（千円）

平成23年度  592,881

平成24年度  542,429

平成25年度  459,703

平成26年度  348,274

平成27年度  277,278

上記以降    457,897

合計    2,678,462
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前連結会計年度（平成22年３月31日現在） 

１．その他有価証券 

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額 10,648千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

当連結会計年度（平成23年３月31日現在） 

１．その他有価証券 

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額 130,097千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表
計上額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式  114,300  60,000  54,300

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  114,300  60,000  54,300

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式  33,696  48,907  △15,211

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  33,696  48,907  △15,211

合計  147,996  108,907  39,088

  種類 
連結貸借対照表
計上額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式  101,700  60,000  41,700

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  101,700  60,000  41,700

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式  30,400  48,907  △18,507

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  30,400  48,907  △18,507

合計  132,100  108,907  23,192

（デリバティブ取引関係）
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付企業年金制度を設けております。  

 また、企業年金基金は平成15年４月に設立されたKDDI企業年金基金に加入しております。  

 連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。             

２．退職給付債務に関する事項 

（注）連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。  

３．退職給付費用に関する事項 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（退職給付関係）

  
    

  
前連結会計年度 

（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

  (1）退職給付債務（千円）       △812,300       △920,805   

  (2）年金資産（千円）      635,961      730,612  

  (3）未積立退職給付債務 (1）＋(2）（千円）      △176,338      △190,192   

  (4）未認識過去勤務債務（千円）      △52,839      △46,234   

  (5）未認識数理計算上の差異（千円）      75,968      73,672   

  (6）退職給付引当金 (3）＋(4）＋(5)（千円）      △153,209      △162,754   

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

退職給付費用（千円）   66,409     104,039   

(1）勤務費用（千円）  56,780    96,650  

(2）利息費用（千円）  12,334    14,356   

(3）期待運用収益（千円）  △10,302    △12,719   

(4）過去勤務債務の費用処理額（千円）  △6,604    △6,604   

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円）  14,202    12,355   

  
前連結会計年度

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度

（平成23年３月31日） 

(1）割引率（％）  2.0  2.0

(2）期待運用収益率（％）  2.0  2.0

(3）退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準   期間定額基準 

(4）過去勤務債務の処理年数（年）  

（過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法に

より費用処理しております。）

14  

（過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法に

より費用処理しております。）

14

(5）数理計算上の差異の処理年数（年）  

（各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。）

14  

（各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。）

14
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。   

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20

年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

23号 平成20年11月28日）を適用しております。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 152,550.86円

１株当たり当期純利益金額 21,809.55円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

１株当たり純資産額 163,225.61円

１株当たり当期純利益金額 18,207.41円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

  
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（千円）  5,963,168  4,978,270

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  5,963,168  4,978,270

期中平均株式数（株）  273,420  273,420

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

固定資産   

電気通信事業固定資産   

有形固定資産   

機械設備 31,371,568 33,933,451

減価償却累計額 △22,209,009 △25,084,542

機械設備（純額） 9,162,558 8,848,909

空中線設備 8,719,782 9,606,005

減価償却累計額 △3,586,340 △4,021,489

空中線設備（純額） 5,133,442 5,584,515

市外線路設備 3,016 3,016

減価償却累計額 △795 △1,052

市外線路設備（純額） 2,221 1,964

土木設備 22,565 22,565

減価償却累計額 △1,068 △1,923

土木設備（純額） 21,497 20,641

建物 5,035,389 5,297,478

減価償却累計額 △1,317,440 △1,543,361

建物（純額） 3,717,948 3,754,116

構築物 907,418 921,709

減価償却累計額 △587,219 △629,013

構築物（純額） 320,199 292,695

機械及び装置 396 396

減価償却累計額 △388 △392

機械及び装置（純額） 7 3

車両 133,777 133,777

減価償却累計額 △28,891 △55,647

車両（純額） 104,886 78,130

工具、器具及び備品 761,000 811,390

減価償却累計額 △292,669 △394,309

工具、器具及び備品（純額） 468,330 417,080

土地 544,581 1,992,561

建設仮勘定 75,408 710,743

有形固定資産合計 19,551,083 21,701,364

無形固定資産   

施設利用権 116,631 103,574

ソフトウェア 46,982 43,248

借地権 2,000 2,000

電話加入権 7,816 7,816

無形固定資産合計 173,430 156,639

電気通信事業固定資産合計 19,724,514 21,858,003
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

附帯事業固定資産   

有形固定資産   

有形固定資産 23,508 23,508

減価償却累計額 △3,042 △7,017

有形固定資産（純額） 20,465 16,491

有形固定資産合計 20,465 16,491

無形固定資産   

無形固定資産合計 38,114 29,658

附帯事業固定資産合計 58,579 46,150

投資その他の資産   

投資有価証券 133,976 240,805

関係会社株式 865,000 865,000

社内長期貸付金 10,330 11,290

長期前払費用 272,230 305,176

繰延税金資産 1,130,682 1,253,507

敷金及び保証金 87,703 88,960

その他の投資及びその他の資産 71,479 84,302

貸倒引当金 △72,106 △84,302

投資その他の資産合計 2,499,294 2,764,739

固定資産合計 22,282,389 24,668,894

流動資産   

現金及び預金 1,314,443 1,171,695

売掛金 8,117,406 8,203,307

未収入金 1,267,621 1,454,064

貯蔵品 730,277 1,142,854

前払費用 97,674 107,759

繰延税金資産 683,656 805,359

関係会社短期貸付金 15,627,161 16,425,688

その他の流動資産 2,007 499

貸倒引当金 △176,739 △136,563

流動資産合計 27,663,508 29,174,663

資産合計 49,945,897 53,843,557
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

固定負債   

退職給付引当金 58,749 48,774

ポイント引当金 1,758,855 1,751,341

資産除去債務 － 62,404

その他の固定負債 65,515 504,203

固定負債合計 1,883,119 2,366,724

流動負債   

買掛金 558,029 693,597

未払金 3,421,838 3,433,452

未払費用 84,498 88,296

未払法人税等 1,097,600 1,410,600

前受金 1,090,158 1,160,634

預り金 24,827 11,210

賞与引当金 130,851 144,434

役員賞与引当金 15,480 11,890

流動負債合計 6,423,283 6,954,115

負債合計 8,306,403 9,320,839

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,414,581 1,414,581

資本剰余金   

資本準備金 1,614,991 1,614,991

資本剰余金合計 1,614,991 1,614,991

利益剰余金   

利益準備金 64,425 64,425

その他利益剰余金   

別途積立金 31,600,000 35,500,000

繰越利益剰余金 6,927,412 5,918,942

利益剰余金合計 38,591,838 41,483,367

株主資本合計 41,621,410 44,512,939

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 18,083 9,778

評価・換算差額等合計 18,083 9,778

純資産合計 41,639,493 44,522,718

負債・純資産合計 49,945,897 53,843,557
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

電気通信事業営業損益   

営業収益 35,375,224 33,834,415

営業費用   

営業費 8,950,473 8,703,557

施設保全費 2,393,140 3,082,542

管理費 1,227,987 1,278,214

減価償却費 4,164,466 4,065,580

固定資産除却費 318,308 97,254

通信設備使用料 5,444,855 5,078,869

租税公課 314,766 347,214

営業費用合計 22,813,999 22,653,235

電気通信事業営業利益 12,561,225 11,181,180

附帯事業営業損益   

営業収益 10,086,810 11,220,891

営業費用 13,445,862 13,982,848

附帯事業営業損失（△） △3,359,052 △2,761,957

営業利益 9,202,172 8,419,223

営業外収益   

受取利息 58,695 51,835

受取配当金 1,890 2,232

受取手数料 2,033 2,217

受取賃貸料 7,151 5,654

受取保険金 － 3,017

雑収入 14,440 15,828

営業外収益合計 84,210 80,784

経常利益 9,286,383 8,500,008

特別損失   

減損損失 － 194,725

固定資産除却損 － 585,744

特別損失合計 － 780,469

税引前当期純利益 9,286,383 7,719,539

法人税、住民税及び事業税 3,284,492 3,016,397

法人税等調整額 109,082 △239,037

法人税等合計 3,393,575 2,777,359

当期純利益 5,892,807 4,942,179
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,414,581 1,414,581

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,414,581 1,414,581

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,614,991 1,614,991

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,614,991 1,614,991

資本剰余金合計   

前期末残高 1,614,991 1,614,991

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,614,991 1,614,991

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 64,425 64,425

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 64,425 64,425

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 27,700,000 31,600,000

当期変動額   

別途積立金の積立 3,900,000 3,900,000

当期変動額合計 3,900,000 3,900,000

当期末残高 31,600,000 35,500,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 6,985,255 6,927,412

当期変動額   

別途積立金の積立 △3,900,000 △3,900,000

剰余金の配当 △2,050,650 △2,050,650

当期純利益 5,892,807 4,942,179

当期変動額合計 △57,842 △1,008,470

当期末残高 6,927,412 5,918,942

利益剰余金合計   

前期末残高 34,749,681 38,591,838

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △2,050,650 △2,050,650

当期純利益 5,892,807 4,942,179

当期変動額合計 3,842,157 2,891,529

当期末残高 38,591,838 41,483,367
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 37,779,253 41,621,410

当期変動額   

剰余金の配当 △2,050,650 △2,050,650

当期純利益 5,892,807 4,942,179

当期変動額合計 3,842,157 2,891,529

当期末残高 41,621,410 44,512,939

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,439 18,083

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16,644 △8,305

当期変動額合計 16,644 △8,305

当期末残高 18,083 9,778

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,439 18,083

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16,644 △8,305

当期変動額合計 16,644 △8,305

当期末残高 18,083 9,778

純資産合計   

前期末残高 37,780,692 41,639,493

当期変動額   

剰余金の配当 △2,050,650 △2,050,650

当期純利益 5,892,807 4,942,179

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16,644 △8,305

当期変動額合計 3,858,801 2,883,224

当期末残高 41,639,493 44,522,718

沖縄セルラー電話㈱（9436）平成23年３月期　決算短信

－　48　－



(1) 役員の異動 

本日発表の「役員の異動に関するお知らせ」をご覧ください。 

６．その他
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